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組織社会化戦術とプロアクティブ行動の相対的影響力 
―入社 1 年目従業員の縦断的データからドミナンス分析を用いて― 

 

小川憲彦（法政大学経営学部） 

 

 Abstract 

The present study explored the relative importance of organizational socialization 

tactics and proactive behavior on direct outcomes of organizational socialization. 

Dominance analyses were conducted using data for newcomers at 3 and 12 months after 

entering their organizations. The results revealed that 1) the usefulness of 

organizational socialization depended on the domain to be learned by newcomers; and 2) 

the effects of organizational socialization practices did not always dominate the effects 

of individual proactive behaviors. Additionally, analyses of the interaction between 

organizational socialization tactics and individual proactive behavior revealed effects 

only on the knowledge of task performance, and the impact was relatively minor. I 

conclude with theoretical discussions of why certain factors had a greater influence on 

socialization outcomes than others. 

 

Key words; organizational socialization, organizational socialization tactics, proactive 

behavior, self-image learning, dominance analysis 
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1 はじめに 

本研究の目的は、組織社会化の直接的成果と言われる個人の学習に対し、組織の社会化

作用と個人の自己組織社会化作用が相対的にどの程度の重要性を持って作用しているのか

を探索することである。より具体的には、組織社会化過程における個人の組織適応のため

の学習成果に対し、組織の社会化作用である「組織社会化戦術」と、個人の積極的な適応

行動である「プロアクティブ行動」のいずれがより重要な説明変数であるのかについて、

ドミナンス分析を用い探求する。加えて、それら組織の作用と個人の作用の相互作用につ

いても検討を加える。 

 

1.1 組織社会化とキャリア発達の統合 

組織社会化とは「個人が組織内の役割を引き受けるのに必要な社会的知識や技術を獲得

する過程」(Van Maanen & Schein, 1979; p.211）等と定義される概念であり、その研究は

大きく二つの流れに沿って蓄積・展開されてきた(小川, 2005; 2011)。すなわち「過程理論

から内容理論へ」という流れと、「組織の役割に注目した研究から、組織社会化の客体であ

った個人の主体的役割に注目した研究へ」という流れである。 

第一の流れは、段階モデル(Buchanan, 1974; Porter, Lawler, & Hackman, 1975; Van 

Maanen, 1975; Feldman, 1976; Schein, 1978; Katz, 1980; Wanous,1980)に見られるよう

な組織社会化の過程を記述した研究から、その過程の中で何が学習されるのかを実証的に

同定しようする内容理論(Ostroff & Kozlowski,1992; Morrison, 1993; Chao, et al, 1994; 

Haueter, et al,2003)へ、という展開である。 

段階モデルによれば、個人の組織社会化は、ある区分ごとにある特定の課題を習得して

いくことで進む。その上で最終的に一定の成果を出せるようになることを、社会化の完成

と想定してきた。それが操作化される際には、高い職務満足や組織コミットメント、ある

いは業績水準等の指標が用いられることになる。 

これに対し、1990 年代以降は、職務成果や職務満足などの一般的指標は、組織社会化の

成果の一つではあるものの、社会化過程独自の成果ではなく、あくまで二次的な成果とし

て捉えられるようになった。代わりに、段階モデルを背景にして、まず一次的な成果とし

ての職務スキル、職場の人間関係、および部門間関係等の組織全体に関する知識などにつ

いての学習があり、それらの一次的学習成果が、先述した職務態度や職務業績に二次的に

作用する、という分析枠組みが用いられるようになる(小川, 2005)。 
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このような学習内容について、小川(2006)は、二次的社会化成果との関係に注目しすぎた

結果、組織にとっての成果という観点に偏りすぎていると指摘している。組織社会化の一

次的成果としての個人の学習内容は、組織成果に直結することが期待される知識について

のみ、すなわち組織環境に関する学習領域のみを扱ってきたと言うのである。 

そのため従来の実証的内容理論では、組織社会化の過程において、組織への貢献とは別

次元で生じている、個人のキャリア発達に資するような自己イメージの醸成、Fisher (1986)

で指摘された｢自己学習｣の要素が欠落してしまっている。このような問題意識を踏まえ、

小川(2006)は、この自己学習を、Schein(1978)のキャリア・アンカー概念に基づいて、自覚

された自身の能力、興味、および価値観の統合された自己イメージの形成と捉え、変革的

役割志向性との関係を実証した。こうした取り組みは、組織社会化の概念を組織統合の一

機能としてのみ捉えてきた多くの実証研究に対し、「個人のキャリア発達の一過程としての

組織社会化」という観点を取り入れ、それら二つの過程を統合しようとした取り組みとし

て評価できよう。このように限られた貢献は存在するものの、横断的データに基づいた萌

芽的取り組みであり、縦断的データに基づいた一層の探求が求められている。 

 

1.2 組織社会化過程におけるプロアクティブ行動 

組織社会化研究の流れのもう一つは、組織社会化の主体として組織に注目した諸研究か

ら、社会化の客体であった個人をむしろ主体として捉え直し、その積極的役割に注目する

研究へ、という展開である(小川,2005)。 

組織による作用の代表的な説明変数には、組織社会化戦術(Van Maanen & Schein,1979; 

Jones, 1986)がある。組織社会化戦術とは「役割から役割への移行における個人の経験が、

その組織の他者によって構造化・組織化される方法」(Van Maanen & Schein, 1979; p.230)

と定義される概念である。簡単に言えば、組織が個人を社会化する際に用いる一連の方法・

方針であり、組織社会化を促す作用が繰り返し確認されている(cf., 小川, 2005)。 

しかしながら、個人は、ただ組織による社会化戦術の作用を受けるだけの受動的存在で

はない。自らもまた、職場の人間関係構築に励んだり、必要な情報を収集したり、制度な

どに体現された組織からのメッセージを解釈したりすることで、組織環境への適応に向け

た主体的役割を発揮する。組織の色へと一方的に染められる白紙としての新人という仮定

を見直し、その主体的な行動全般を捉えようというのが、「プロアクティブ行動」と呼ばれ

る包括的概念である。 
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｢包括的｣と表現するのは、｢プロアクティブ行動｣という言葉が盛んに用いられる以前の

段階から、多岐にわたって行われてきた、個人の自己社会化行動を一つのラベルに統合し

た概念であるためである。例えば、Ashford & Cummings(1983)をベースにした Ostroff & 

Kozlowski(1992)や Morrison (1993)の情報探索行動、Louis (1980)の意味形成、Bauer & 

Green (1994)の社会的行事への参加などの意味するところは、多様な個人の自己社会化行

動である。もともと独立に探求されてきたそれらの行動は、現在「プロアクティブ行動」

というラベルの下にまとめられて研究されつつある（e.g., Ashford & Black, 1996）。さら

に、プロアクティブ行動の概念は、組織社会化以外の研究領域でも用いられることで、そ

の定義や意味内容が多様化し、むしろ拡大している(c.f., Crant, 2000)。概念の照射する範

囲が広がりすぎた結果、社会化研究の文脈に適合的であると同時に一方で多様な行動を包

括する「プロアクティブ行動」の適切な概念定義は、管見の限り、存在しないように思わ

れる。 

そうした統合過程での混乱がありながらも、個人による社会化作用は、情報探索をはじ

めとして個別行動ごとに実証されてきたことや、Ashford & Black(1996)が、「意味形成(い

わゆる情報探索行動に近い意味の概念)」、「関係の構築」、「仕事変更の交渉」、及び「肯定的

認知枠組みの創造（いわゆる意味形成に近い意味の概念）」という四つに集約・区分した尺

度を用いたことで、プロアクティブ行動に関する研究はかなり定着してきたように思われ

る。以上を踏まえ本研究では、プロアクティブ行動について、「組織内の役割を引き受ける

のに必要な社会的知識や技術を獲得しようとする個人の主体的な行動全般」とやや広義に

定義しておく。 

 

1.3 組織の作用と個人の作用の統合 

「この二十年間で、組織からの作用が新人の適応に対して及ぼす影響の研究から、個人

の活動や知覚の影響の研究へと移行したが、一方で両者のアプローチはあまり統合されて

いない」(Saks & Ashforth ,1997; p.423)という批判を受ける形で、組織社会化研究では、

組織の作用と個人の作用を含めた統合的な実証が始まっている。 

例えば Kim, Cable, & Kim(2005)は、韓国の七企業の、入社三ヶ月から二年以内の若手

279 人について、社会化戦術とプロアクティブ行動およびそれらの交互作用とが、彼らの主

観的な組織－個人適合に及ぼす影響を検討した。 

Kim, Cable, & Kim(2005)が、組織と個人の適合性を従属変数として、組織の社会化戦術
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と個人のプロアクティブ行動の作用を同等の独立変数として捉えた一方で、Mignerey, 

Rubin, & Gorden (1995)や Gruman, Saks, & Zweig (2006) は、個人のプロアクティブ行

動を組織の社会化戦術によって説明し、様々な社会化成果と社会化戦術を媒介する変数と

して捉えている。すなわち、彼らの立場では、両者は同等のものではなく、個人はあくま

で組織という状況の中で実施されている社会化戦術の文脈によって位置づけられる。 

こうした組織優位の観点は、社会化戦術の研究者において顕著である。その出発点とも

言える Van Maanen & Schein(1979)は、社会化戦術の理論枠組みを、そもそも社会化過程

における個人の役割は相対的に弱いと言明した上で構築している。近年では、Saks & 

Ashforth (2000)が、組織は既に確立された体系を持つ｢強い状況｣であるため、そこに適応

する際の個人差はあまり関係がない、という主張を行っている。 

しかしながら、このような主張は、プロアクティブ行動の概念へつながる研究展開の背

景を軽視しているように思われる。個人は単に社会化を受けて染まるだけの存在ではない。

適応しようと自らが起点となって情報を収集し、意味形成を進める主体的存在でもある。

組織の作用から個人の作用の研究へ、という流れには、組織偏重の社会化戦術研究への批

判があった(小川, 2005)。社会化戦術研究の実証上の出発点となった Jones(1986)において

すら、個人の自己効力感に社会化戦術と社会化成果の関係を調整する作用が示されている

ことを踏まえれば、個人の果たす役割は決して軽視できないように思われる。 

経験的にも、個人は社会化戦術の作用を受ける以前、組織へ参加する前の過程における

予期的社会化のプロセスにおいて、いわゆる「自己分析」、「業界分析」あるいは「OBOG

訪問」という形で組織適応に備えた主体的取り組みを発揮している（小川・大里,2011）。従

って本研究では、組織の社会化戦術と個人のプロアクティブ行動は従属関係ではなく、同

等の関係にある組織と個人の双方的な作用と見なす立場を取る。この立場はまた、先の組

織社会化研究とキャリア発達研究の統合という観点からも整合的であろう。 

しかし一方で、現在のところ、社会化戦術とプロアクティブ行動の双方を含んだ影響に

関する取り組みは、上述のように限られた成果しかない。まして、新規参入者の組織社会

化を促す要因として、組織的作用と個人的作用のいずれがより重要であるのかについて、

つまり総合的な文脈の中で何がより重要な社会化要因なのかについての検討は、一部の取

り組み（小川・大里,2011a,b）を除き、ほとんどなされていない。 

もし、組織の作用以上に個人の役割が大きいとすれば、人的資源管理の実践として重要

になるのは、採用後の育成(社会化)ではなく、入口管理(採用)であるかもしれない。組織
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的働きかけがどうあれ、主体的に動き、上手く適応できる行動特性を持った人間がいるの

であれば、むしろ採用の管理やプロアクティブ行動の規定要因に目を向ける必要があるだ

ろう。しかし我々は、そのような判断を行う材料を十分に持ち得ていない。 

以上を踏まえ、本研究は、社会化の直接的成果に対する組織と個人それぞれの作用の統

合的理解を促進し、成員の参入前後の実践に対して示唆を与えようとする研究として位置

づけられる。 

組織への新規参入者における組織社会化を促す要因として、言い換えれば、組織社会化

過程における学習を規定する要因として、組織からの社会化作用である組織社会化戦術と、

個人の自己社会化行動としてのプロアクティブ行動のいずれがより重要であるのか、また

それら組織と個人の二つの作用はどのような形で相互作用を及ぼしているのかという研究

課題について、以下で仮説を構築する。 

 

 

2.先行研究の検討と仮説 

 

2.1 組織社会化の成果 

何を持って組織社会化が成立したと見るのか、より操作的には組織社会化研究でどのよ

うな成果変数を用いるべきなのかについての理論的考察は、必ずしも十分ではない。一部

（Schein,1968,1971）になされた取り組みは、その操作可能性の難解さのためか実証研究

の中で軽視され、現状では、職務満足、組織コミットメント、個人業績の水準といった組

織行動領域で頻繁に用いられる諸変数が用いられている。組織市民行動等の新しい成果指

標も登場しているが、しかし先述の通り、それらは組織社会化独自の成果であるとは言い

難い。言うまでもなく、組織構造、人事制度、職務特性など極めて多くの要因が作用する

変数である。 

このような批判から、組織社会化独自の成果を探求する動きとして、個人が組織へと適

応する過程で必要な知識の具体的な学習内容を探求する一連の取り組みが行われた。それ

ら組織社会化の内容理論とも呼ぶべき諸研究が特定した学習内容は多岐にわたる。職場で

何が求められているのかという役割に関する知識、職務遂行に必要な知識、職場の人間と

協働するための人間関係に関する知識、理念や組織文化、組織構造といった組織全体に関

わる知識（Ostroff & Kozlowski,1992; Morrison ,1993; Haueter, et al., 2003）をはじめと
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して、組織内で誰が権力者であるのかといった社内政治に関わる知識、組織で使われてい

る独特の言葉に関する知識、組織の慣例や伝統といった歴史に関わる知識も指摘されてい

る(Chao, et al., 1994)。 

しかし、それらの学習領域は、あくまで社会化の洗礼を受ける個人にとっての環境に関

わる知識である。その前提には不確実性低減の理論（Berger & Calabrese, 1975; Lester, 

1987）が存在し、個人は見慣れぬ環境に関する情報を収集するよう動機づけられている、

という仮定がある。組織環境について不確実性を下げることで、より効果的に役割を遂行

することが可能になると同時に、環境に安堵感を覚え、組織に対し良好な態度を形成して

いくという組織統合の視点がそこにはある。 

このような発想に基づく具体的な分析の枠組みが、社会化の成果を、直接的ないし一次

的な成果と、間接的ないし二次的な成果とに分けて、それらの間に因果関係を想定するモ

デルとして現れる。すなわち、組織社会化を促す何らかの作用は、個人の組織環境に関す

る何らかの学習を促し、それらの学習成果を媒介変数として、最終的な職務態度や個人業

績を説明する、という枠組みである。基本的には、既存の実証的内容理論は、ほとんど全

てこの枠組みに基づいていると言ってよい。 

 しかしながら、内容理論で同定された学習内容はあくまで「組織にとって有用な成果」

を想定した媒介変数にすぎない。組織の一員として役割遂行ができるための知識の学習で

ある。そこでは、個人のキャリア発達の一過程としての社会化、という視点は基本的に無

視されている。Fisher (1986)の記念碑的とも言える社会化研究のレビューにおいて指摘さ

れていたにもかかわらず、社会化の一次的成果の一つとしての、個人の内的な自己に関す

る学習が無視されてきたのである（小川, 2006）。 

 自己の外部環境に関わる知識の学習と、内的な自己イメージの学習という両輪の重要性

は、自律的キャリア形成のためのメタ・コンピテンシーとして、外部への適応力と個人内

のアイデンティティ学習の存在を指摘した Hall(2002)においても見ることができる。外部

環境に合わせて適応できなければ組織の中で機能することはできない。しかし、ただ外部

環境の要請に合わせるだけでは、個人は組織のための部品にすぎない。組織の存在とはま

た別に独自の存在としてそのキャリアを歩んでいる。アイデンティティ学習とは、自分の

強みや弱みを学習するためのフィードバックを集め、正確な自己認識を形成し、適切に自

己概念を変えていくプロセスであり、形成された自身のアイデンティティはキャリアを方

向づけるコンパスとして機能する(Hall, 2002)。それは、個人の独自性を発揮させると同時
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に、その環境適応の仕方を規定する(Hall, 2002)。すなわち、組織社会化が目指す役割習得

のあり方を左右する内面的な学習があると指摘しているのである。 

同様に、小川（2003a,b）は初期キャリアのプロセスは、外部環境と個人の内部状況の双

方についての学習プロセスであることを示している。組織に参入した組織社会化の作用の

中にある新人は、自身を取り囲む組織環境に関する知識を学習すると同時に、自分は何が

得意なのか、何に興味があるのかといった自分自身の内的特性についての学習を進める。

あるいは金井（2003）が指摘するように、組織社会化の研究者でもあった E.H.Schein 博士

が提唱するキャリア・アンカーと職務・役割分析（キャリア・サバイバル）もまた、内的

学習と外部適応の二つの側面について指摘したものと解することが出来よう。 

以上を踏まえ、仮説構築においては、組織社会化の一次的学習成果として、従来用いら

れてきた個人の組織的外部環境に関わる学習と、個人の自己に関するイメージ学習の双方

を用いる。 

 

2.2 組織の社会化戦術 

 組織社会化の成果に向けて働きかける中心的な主体は、言うまでもなく当該組織であろ

う。その総合的な作用が組織社会化戦術である。Van Maanen & Schein (1979)によって体

系的に提示された社会化戦術の概念とその理論枠組みは、その後 Jones(1986)によって初め

て実証され、修正が加えられた。 

  

 

Figure 1. 社会化戦術の枠組み 

出所: Jones(1986;p.263）より一部修正引用 

 

Jones(1986)によれば、社会化戦術は最も広範な枠組みでは、制度的社会化戦術対個人的

制度的戦術 個人的戦術

文脈的戦術

集団的戦術

公式的戦術

個別的戦術

非公式的戦術

内容的戦術

規則的戦術

固定的戦術

不規則的戦術

可変的戦術

社会的戦術

連続的戦術

付与的戦術

断絶的戦術

剥奪的戦術
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社会化戦術という 1 次元で描写される（Figure 1）。その一方の理念型である制度的戦術は、

要するに体系化された社会化の方法である。その対極に位置づけられる個人的戦術は、そ

のような意図的介入がなされない自然な状態での組織社会化のあり方を意味する。 

文脈的・内容的・社会的という 3 次元に基づく分類は、戦術の意味をより具体的に表し

ている。文脈的社会化戦術は組織成員が社会化される環境・文脈を照射する。新人が集団

として扱われ（集団的戦術）、かつ既存の組織成員とは隔てられた状態で教育を受けるよう

な環境（公式的戦術）である。 

内容的戦術は、組織社会化の過程で伝達される情報の内容に関わる。内容的戦術が制度

的である場合、習得すべき役割に至る道筋が明確な段階で規定されており（規則的戦術）、

その過程を通過する時間的予定が明確に定め伝えられる（固定的戦術）。 

 社会的戦術は、人的・社会的な相互作用のあり方に関する次元である。社会的戦術が制

度的な場合、新しい役割習得のための役割モデルとなる前任者と接点があり（連続的戦術）、

しかも新人の所与の特性を活かすような支援的な育成関係が築かれている状況（付与的戦

術）を指している。 

組織社会化戦術は元来、個人の役割志向性との関係において議論されていたが(cf., Van 

Maanen & Schein,1979)、Jones(1986)以降の研究では、職務満足や組織コミットメント、

離職意図や職務業績といった一般的な態度変数との関連について検討されるようになる。

このような場合、制度的な社会化戦術は、それらの成果変数に対しポジティブな影響を及

ぼすことが多い（cf.,小川, 2005）。 

しかし、組織社会化研究においては前述した問題点が指摘される。職務満足などの態度

変数を規定するものは、必ずしも社会化の作用ばかりではない。そもそも社会化独自の成

果変数とは一体何であるのか、むしろそうした社会化の一次的成果とも呼ぶべき内容を探

求しようという動きが生じる。これが内容理論と呼ばれる一連の研究の背景であり、組織

社会化の直接的成果として個人を取り囲む組織環境に関する学習領域が同定された

（Ostroff & Kozlowski, 1992; Morrison, 1993; Chao, et al., 1994; Haueter et al., 2003）。

組織社会化戦術は、それらの学習を促すことも確認されている（Cooper-Thomas&Anderson, 

2002; 小川, 2005）。 

 

仮説 1.a 制度的社会化戦術は新規参入者の外部環境に関する学習を促進するであろう。 
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一方で、従来の研究ではキャリア発達過程としての組織社会化の側面を軽視し、その成

果である、個人の内的な学習が無視されてきたことを指摘した。小川(2006)は Schein(1978)

のキャリア・アンカー概念を援用し、個人の能力・興味・価値観が複合的に自覚されてい

くことを自己イメージの学習と捉え、組織社会化の過程でそのような内的学習も促進され

ることを指摘した。いわば仕事面に関するアイデンティティの学習である。 

アイデンティティとは、環境との関係において形成される自己イメージに他ならない

（Hall, 2002）ため。自分自身に関する自覚は環境との相互作用の中で他者との比較（文脈

的戦術）や提示された将来のキャリアへの反応・考察（内容的戦術）、重要な他者からのフ

ィードバック（社会的戦術）によって一層形成されると考えられる。 

 

仮説 1.b 制度的社会化戦術は新規参入者の自己イメージに関する学習を促進するであろ 

う。 

 

2.3 個人のプロアクティブ行動 

プロアクティブ行動のような組織社会化過程における個人の先取り的・積極的な役割に

ついて注目することになる契機は、新人の意味形成過程への注意を喚起したシンボリック

相互作用論的アプローチの諸研究（e.g., Louis, 1980; Reichers, 1987）であると思われる。

しかしながら行動科学的研究では、その定量的な手法上、新人の意味形成過程をそのまま

研究することは難しい。そこで代わりに、新人が新しい役割や組織環境についてより学ぶ

ために、どう積極的に情報を探すのかについて注目することになった（Major, et al., 1995)。 

組織社会化研究において、プロアクティブという言葉が盛んに言及され出したのは、90

年代前半の諸研究からであろう(e.g., Miller & Jablin,1991; Ostroff & Kozlowski, 1992; 

Morison,1993a,b)。例えば Ostroff & Kozlowski（1992）は、大卒後入社 17 週目とその約

5 ヵ月後から得た縦断的データ（n=334, 151）をもとに、情報探索スタイルと社会化過程に

おいて必要とされる情報、及び情報ソースとの関係を調べている。この結果、職務遂行に

関する情報に関しては、観察よりも試行錯誤によって多く得ているが、人間関係や組織に

関する情報は、試行錯誤よりも観察によって多く得られていることなど、情報分野によっ

て異なった情報探索スタイルが用いられていることを示した。同じような調査に、

Morrison(1993b)があるが、ここでは、職務遂行の方法に関する情報の探求には直接質問が

用いられ、役割期待に関する情報や組織規範に関する情報、業績のフィードバック等に関
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する情報の取得には、観察が多用されることを示した。 

Ashford & Black（1996）は、組織参入における個人の様々なプロアクティブ行動を、意

味形成、関係の構築、仕事変更の交渉、及び肯定的認知枠組みという 4 つに整理した。彼

女らがここで言う意味形成は、情報探索行動とフィードバック探索行動から構成され、通

常の意味とやや異なる。情報検索行動の情報とは、内容理論で言及された組織社会化の一

次的成果としての学習すべき諸内容に相当し、フィードバックは特に他者からの評価に関

する情報を指す。関係の構築とは、相互作用の機会を得るために友好関係のネットワーク

や社会的支援関係を構築する行動である。仕事の変更交渉は、自分が置かれた組織の環境

を変えようとすることを意味する。最後の肯定的認知枠組みの創造は、むしろいわゆる意

味形成の意味に近く、状況の捉え方を積極的なものへと変えることである。 

Ashford & Black（1996）を用いた Wanberg & Kammeyer-Mueller（2000）は、主に再

就職者を対象として、就職前・就職約 3 ヶ月段階・第一測定時点から 1 年後（N=571, 180, 

118）の 3 度の測定を行った。この結果、関係構築活動が集団への統合に正の関係を持つこ

となどが示された。 

以上を踏まえると、プロアクティブ行動は組織社会化における一次的成果としての組織

環境に関する学習を促進することが期待される。同様に、自ら環境に対し積極的に相互作

用を行うことにより、自己イメージの形成・学習も促されるであろう。 

 

仮説 2.a 新規参入者のプロアクティブ行動は、彼（女）らの外部環境に関する学習を促進 

するであろう。 

仮説 2.b 新規参入者のプロアクティブ行動は、彼（女）らの自己イメージに関する学習を 

促進するであろう。 

 

2.4 組織社会化戦術と個人のプロアクティブ行動の相対的重要性と交互作用 

伝統的には、組織社会化の主体はあくまで組織であり、個人は社会化される客体にすぎ

なかった。社会化戦術研究の祖である Van Maanen & Schein(1979)では、社会化過程にお

ける個人の役割は相対的に弱いと前提した上で、社会化戦術の理論枠組みを構築した。近

年でも、Saks & Ashforth (2000)が、組織は既に確立された体系を持つ｢強い状況｣であるた

め、そこに適応する際の個人差はあまり関係がない、といった主張を行っている。 

プロアクティブ行動の一つと考えられる、フィードバック探索行動の影響を検討した



12 
 

Bauer & Green（1998）では、より直接的に社会化戦術の相対的影響力の強さが示唆され

ている。この縦断調査によれば、フィードバック探索行動単独では、役割明確化、職務遂

行知識の学習、及び上司からの受容感のいずれに対してもこれを高める効果が認められた

ものの、上司のリーダーシップ行動と同時に回帰式に投入した場合、個人のプロアクティ

ブなフィードバック探索行動は、いずれの従属変数に対しても有意な影響を及ぼさなくな

ったことを示した。上司からの働きかけを人的・社会的な側面に関する社会的戦術の一種

とみなせば、組織社会化戦術の重要性を意味するように思われる。 

社会化戦術とプロアクティブ行動、及びそれらの交互作用が主観的な組織－個人適合に

及ぼす影響を検討した Kim, Cable, & Kim(2005)では、制度的社会化戦術が、主観的な組織

－個人適合を高める効果を示した一方で、個人のプロアクティブ行動のうち、肯定的意味

形成は、組織－個人適合に負の影響を及ぼしていた。さらに、回帰式に社会化戦術との交

互作用項を投入すると、全てのプロアクティブ行動は有意な効果を示さなくなった。横断

的調査であるという点や、プロアクティブ行動を上司からの評価で測定している点等で疑

問が残るものの、個人の相対的な影響力の弱さを示唆している。 

本研究のパイロット調査にあたる小川・大里(2011a,b)でも、言語、集団関係、処世術、

代表感といった社会化の一次的成果に対して最大の影響力を及ぼしていたのは社会化戦術

の因子であった。また、それらの社会化成果において、社会化戦術因子の影響力の総和と

プロアクティブ行動因子の影響力の総和を比較した場合でも、分散の 52.7%～74.3%は社会

化戦術の影響力が占有していた。唯一の例外は組織目標の学習であり、この一次的社会化

成果のみ、プロアクティブ行動の影響力が全体の 67.1%を占めていた。この研究もやはり、

組織参入 3 カ月段階における横断的調査であったが、組織社会化戦術は社会化の一次的成

果に対しプロアクティブ行動よりも相対的に大きな影響力を及ぼす可能性が高いことを示

唆している。 

 

仮説 3. 組織の社会化戦術の作用は、組織社会化の一次的学習成果としての外部環境に関 

する学習と自己イメージに関する学習に対し、個人のプロアクティブ行動の作用 

よりも、大きな影響力を持つであろう。 

 

 また、Kim, Cable, & Kim(2005)で認められた組織社会化戦術とプロアクティブ行動の交

互作用を踏まえ、改めて縦断的調査において両者の交互作用のあり方についても確認する。 
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仮説 4. 組織の社会化戦術と個人のプロアクティブ行動は組織社会化の一次的学習成果 

としての外部環境に関する学習と自己イメージに関する学習に対し交互作用を 

持つであろう。 

 

 

3.方法 

 

3.1 調査概要 

 本研究における質問票調査の対象となったのは、2010 年 4 月から大学新卒で正規従業員

として就労を開始した 962 名である。約二万人の登録会員を持つ Web サイトの会員から上

記の条件に該当した者が抽出された。 

調査にあたっては縦断的デザインが採用された。具体的には、二度のデータ収集が行わ

れ、一度目(T1)は 2010 年 7 月の上旬から中旬に、二度目(T2)は 2011 年の 4 月中旬に実施

された。すなわち 1 度目は入社 3 カ月段階、二度目は入社 1 年後の段階である。T1 の収集

時期を就労開始後 3 カ月としたのは、研究者の手による過去の調査（小川, 2005a）におい

て、新卒者研修の平均期間が 3.1 カ月であったためである。T2 の収集時期は、同様に、最

長研修期間が 1 年であったことや（小川, 2005a）、1 年目の社会化結果が極めて大きな影響

を与えるという指摘（Hall & Nougaim, 1968）を踏まえている。 

T1 調査では 514 名（回収率 53.4%）から回答を得た。今回分析対象となったのは、T1

回答者のうち T2 調査でも回答が得られた 363 名(回収率 70.6%)である。 

 

3.2 サンプル属性 

363 名の回答者の平均年齢は 23.17 歳（s.d. 1.19）であった。男性が 156 名(43.0%)、女

性が 207名(57.0%)、大学での専攻は理系が 154名(42.4%)、文系が 209名(57.6%)を占めた。 

 回答者が勤務する業界は製造業(73 名：20.1％)、金融関係(59 名：16.3％)、その他サービ

ス(56 名：15.4％)、情報通信(55 名：15.2％)と続く(以上 10％以上のカテゴリ)。職種は上位

から、その他 124 名(34.2％)、販売・営業 113 名(31.1％)、生産・製造 60 名(16.5％)と続く。 

回答者の勤務先の組織形態は、株式会社が 8 割近くを占め、このうち上場企業が 50.6%

を占めた。 
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3.3 測定尺度 

社会化戦術の尺度には Jones(1986)の和訳を用い、オリジナル同様、「まったく当てはま

らない」から「よく当てはまる」に至る 7 段階尺度で回答を得た。Jones(1986)と同様の手

続きで探索的因子分析の結果（固有値 1、主因子法、バリマックス回転）、個人的戦術（α

=.79）、内容的戦術(α=.78)、文脈的戦術(α=.74)、社会的戦術(α=.64)の 4 因子が抽出され

た。なお各項目の因子負荷量は.40 を基準に、これ以下の項目や複数因子にわたって.400 以

上の負荷を示した項目は省いた。これは以下の因子分析も同様である。 

プロアクティブ行動については、Ashford & Black(1996)を邦訳し、原著と同じく「ぜん

ぜん行っていない」、「あまり行っていない」、「ときどき行っている」、「ひんぱんに行って

いる」の 4 段階尺度で測定した。社会化戦術と同様の手続きに基づいた因子分析の結果、

部門内コミュニケーション(α=.89)、意味形成(α=.82)、部門外とのコミュニケーション(α

=.79)、社交行事への参加(α=.81)の 4 因子が抽出された。 

組織社会化の一次的・直接的成果の指標における組織環境の知識に関する学習の尺度と

しては、南山大学の高橋弘司准教授の手による Chao, et al.(1994)の標準日本語版を用いた。

元来は、職務熟達、人間関係、社内政治、言語、組織の目標と価値、歴史の 6 因子が想定

されているが、因子分析の結果、組織目標に関する学習(T1α=.83, T2α=.85)、職務遂行に

必要な知識の学習(α=.75,76)、および集団レベルの人間関係を築く上で必要とされる知識

の学習(α=.73, 71)という 3 因子が抽出された。 

同じく、社会化の直接的成果としての自己イメージ学習の尺度は小川・大里(2011a)が用

いられ、「自分の向いている仕事がどういうものか、ある程度わかってきた」や「仕事経験

の中で、やりたい仕事や職種が、だんだんとはっきりしてきた」を規定する自己の仕事上

の能力・興味・価値観のイメージに関する因子が抽出された(α=.74, 82)。 

なお、組織社会化の直接的成果には組織環境に関する学習と自己イメージに関する学習

が想定されているが、両者の独立性を検討すべく、それらすべての項目を含めた因子分析

を行った。この結果、両者は独立した因子として抽出された。なお、上述の因子分析の結

果(table1,2,3)は付録に示した。 
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4.分析結果 

 

4.1 重回帰分析の結果 

回帰式に投入した全ての変数の相関分析の結果は付録(Table 4)に示した。第一時点で測

定された社会化戦術の 4 因子とプロアクティブ行動の 4 因子を独立変数として、第二時点

で測定された組織環境に関する一次的学習成果としての組織目標・職務遂行・人間関係の 3

因子と自己学習の因子に対し重回帰分析を行った。各重回帰分析の詳細な結果は付録(Table 

5,6,7,8)に、結果の要約は Table 9 に示した。 

この際、性別（男・女のダミー）・年齢・大学での専攻（理系・文系のダミー）・所属産

業（製造・その他産業のダミー）・会社区分（株式会社・それ以外のダミー）・所属部門（ラ

イン職種部門・スタッフ職種部門のダミー）・T2 時点の異動回数、および T1 時点で測定さ

れた同じ従属変数を統制した。 

 

Table 9. T2 組織社会化の一次的学習を従属変数とした階層的重回帰分析の結果 

 
 

組織目標因子については、T1 での社会的組織社会化戦術（制度的社会化戦術の下位戦術）

のみがその学習を促す効果（β=.12, t=2.18*：*は 5％水準を意味する）を示した。プロア

クティブ行動には有意な効果が見られなかった。 

職務遂行因子については、T1 での個人的社会化戦術と内容的社会化戦術、ならびに個人

のプロアクティブ行動のうち部門内コミュニケーション（β=.16, t=2.19*）に、これを促す

効果が見出された。なお、内容的社会化戦術は制度的社会化戦術の下位カテゴリとして位

T1個人的戦術 .02 .35 .13 2.35 * .00 .08 -.08 -1.46

T1内容的戦術(制度1) -.01 -.25 .14 2.34 * -.13 -2.23 * -.08 -1.42

T1文脈的戦術(制度2) .04 .66 .04 .59 .12 2.03 * .08 1.31

T1社会的戦術(制度3) .12 2.18 * -.07 -1.22 -.00 -.04 .13 2.19 *

T1部門内コミュ .06 .87 .16 2.19 * -.00 -.02 .12 1.82 †

T1意味形成 .09 1.34 -.03 -.43 -.04 -.64 -.05 -.76

T1部門外コミュ .07 1.17 .08 1.15 .12 1.92 † .18 2.80 **

T1社交 -.03 -.48 -.07 -1.05 .06 .94 -.06 -.99

adj.-R2

F value

df= 16, 325
制御変数（性別・年齢・専攻・産業・会社区分・所属部門・異動回数・T1従属変数）は除外して表記

†p<.10 , *p<.05 ,  **p<.01 ,  ***p<.001

10.69*** 4.76*** 6.95*** 6.60***

組織目標 職務能力 人間関係 自己学習

.30 .15 .22 .21
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置づけられるが、個人的社会化戦術は制度的社会化戦術の対極に位置づけられる戦術であ

る。  

人間関係の因子については、内容的社会化戦術が 5％水準でその学習を抑制する効果が見

られた一方で、文脈的社会化戦術は 5％水準でその学習を促進する効果が見られた。内容的

社会化戦術も文脈的社会化戦術も制度的社会化戦術の下位カテゴリにあたる戦術であるが、

各々別の方向への影響が見られた。個人のプロアクティブ行動については、部門外とのコ

ミュニケーションが 10％水準で有意な正の傾向があるに留まった。 

 以上の結果を踏まえれば「仮説 1.a 制度的社会化戦術は新規参入者の外部環境に関す

る学習を促進するであろう」は概ね支持された。「概ね」と表現するのは、職務遂行に関す

る知識には制度的戦術の対極として位置づけられる個人的社会化戦術も正の作用を及ぼし

ていたためである。ただし、いずれの戦術であっても組織からの社会化作用と見なせば、

個人の社会化成果としての外部環境学習を促す効果が見出されたと言ってよいであろう。 

「仮説 2.a 新規参入者のプロアクティブ行動は、彼（女）らの外部環境に関する学習を

促進するであろう」については一部のみ支持された。プロアクティブ行動変数の効果は、

社会化戦術変数と同時に回帰式に投入された場合、職務遂行知識に対する部門内コミュニ

ケーションにのみ見られ、他の環境学習には有意な効果を及ぼしていなかった。 

最後に自己学習因子については、社会的社会化戦術（制度的社会化戦術の下位カテゴリ）

と個人のプロアクティブ行動としての部門外とのコミュニケーション行動に 5％水準でこ

れを促す効果が見られた。また、10％水準であったが、個人の部門内コミュニケーション

行動もこれ促す傾向が示唆された。 

以上を踏まえると「仮説 1.b 制度的社会化戦術は新規参入者の自己イメージに関する学

習を促進するであろう」と「仮説 2.b 新規参入者のプロアクティブ行動は、彼（女）らの

自己イメージに関する学習を促進するであろう」は支持されたと言えよう。 

「仮説 3. 組織の社会化戦術の作用は、組織社会化の一次的学習成果としての外部環境に

関する学習と自己イメージに関する学習に対し、個人のプロアクティブ行動の作用よりも

大きな影響力を持つであろう」については、この段階では支持されるように思われるが、

以下に掲げる問題点を踏まえ、より慎重な検討をドミナンス分析によって行う。 

 

4.2 ドミナンス分析の結果 

重回帰分析においては、独立変数間に相関が認められる場合、各標準偏回帰係数(β)の値
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を影響力の強さの指標として用いることは、必ずしも妥当ではない。重回帰式に投入する

独立変数の組み合わせによって、値が変動するためである。 

任意の独立変数 A と B が重回帰式に投入されており、A の標準偏回帰係数が B のそれよ

り大きくとも、任意の独立変数 C が回帰式にさらに投入された際には、A の標準偏回帰係

数が B のそれより大きいとは限らない。変数 A、B、C 間に相関が認められる場合、変数 B

のβが変数 A のそれよりも大きな値を示しうる。したがって、相互に相関する独立変数間

の相対的影響力の強さは、単に重回帰分析における標準偏回帰係数の大小で判断すること

はできない。従属変数における決定係数へのインパクト(ある独立変数が決定係数をどの程

度 dominate するのか)によって検討すべきである(Budescu, 1993)。 

そこで、組織社会化の一次的学習に対する組織社会化戦術とプロアクティブ行動の相対

的インパクトの程度を検討すべく、組織目標、職務遂行、人間関係、及び自己学習という

組織社会化の一次的成果を従属変数としたドミナンス分析(Budescu, 1993)を実施した(付

録 Table 10,11,12,13)。 

これは、独立変数のありうるすべての組み合わせについて回帰分析を繰り返し、各々の

回帰式における独立変数が決定係数に占める割合の平均値(C 値)を算出することでこれを

比較し、独立変数間の従属変数に対する相対的影響力を把握する手法である。ドミナンス

分析では、独立変数と従属変数の間における単純相関において 1％水準以下の危険率を示し

た変数を用いた。各ドミナンス分析の結果をまとめたものが Table 14 である。 

 

Table 14. ドミナンス分析の結果 

 

全体
個人的
戦術

内容的
戦術

文脈的
戦術

社会的
戦術

部門内
コミュ

意味形成
部門外
コミュ

社交

組織目標
C値 .151 - .013 .003 .040 .029 .032 .031 .002

R
2
の占有率 100% - 8 .9% 1 .8% 26 .5% 19 .3% 21 .3% 20 .9% 1 .4%

影響力の順位 - - 5 6 1 4 2 3 7

職務遂行
C値 .064 .015 .033 - - .013 - .003 -

R
2
の占有率 100% 23 .1% 52 .2% - - 20 .2% - 4 .5% -

影響力の順位 - 2 1 - - 3 - 4 -

人間関係
C値 .129 .028 .042 .0214 - .004 - .0213 .013

R
2
の割合 100% 21 .8% 32 .5% 16 .6% - 2 .8% - 16 .4% 9 .9%

影響力の順位 - 2 1 3 - 6 - 4 5

自己理解
C値 .105 - - .004 .046 .020 .005 .028 .002

R
2
の占有率 100% - - 4 .0% 43 .5% 19 .4% 4 .4% 26 .4% 2 .3%

影響力の順位 - - - 5 1 3 4 2 6

組織の社会化戦術 個人のプロアクティブ行動
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分析結果を簡単に要約すると、組織社会化の一次的成果のうち、組織目標(C=.040 で決定

係数の 26.5%を占有)と自己学習(C=.046 で決定係数の 43.5%を占有)において最大の影響力

を示したのは、既存成員からの相互作用を照射する社会的組織社会化戦術であった。同様

に、職務遂行(C=.033 で 52.2%を占有)と人間関係(C=.042 で 32.5%を占有)に最大の影響力

を示したのは、新人に対しキャリア展望情報を与える内容的組織社会化戦術であった。 

すなわち、組織社会化の直接的成果に対して最も影響力が高い作用は、個人のプロアク

ティブ行動ではなく、組織による社会化戦術の作用であった。 

しかしながら、個別の社会化戦術やプロアクティブ行動の比較ではなく、組織社会化戦

術全体と個人のプロアクティブ行動全体を加味した比較であればどうであろうか。Table 15

は、各々の社会化成果に影響する全ての社会化戦術における決定係数への占有率の和と、

同様に集計された全てのプロアクティブ行動の決定係数に占める割合の和を比較したもの

である。 

 

Table15. 組織社会化の直接的成果の決定係数における組織と個人の影響力 

 

 

この結果、組織の作用である組織社会化戦術と、個人からの作用であるプロアクティブ

行動の、組織社会化の直接的成果に対する相対的な影響力の大きさは、学習分野によって

異なる、と言うことが出来よう。すなわち、組織目標と自己イメージの学習については個

人のプロアクティブ行動の影響力が相対的に大きく、職務遂行と人間関係の学習について

は組織社会化戦術の作用が大きかった。先の重回帰分析の結果や、占有率の大きさを見る

と、全体として組織社会化戦術の作用の優位さが示唆されるが、それを明確に示す結果で

はなかった。 

従って、今回の結果からは「仮説 3. 組織の社会化戦術の作用は、組織社会化の一次的学

習成果としての外部環境に関する学習と自己イメージに関する学習に対し、個人のプロア

クティブ行動の作用よりも大きな影響力を持つであろう」は、明確には支持されなかった

と考えられる。むしろ現段階では、学習領域ないし組織社会化の成果によって有効な規定

社会化戦術 プロアクティブ行動
組織目標 37.20% 62.90%
職務遂行 75.30% 24.70%
人間関係 70.90% 29.10%
自己理解 47.50% 52.50%
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要因は異なると示唆するに留めるべきであろう。 

 

4.3 交互作用の検討 

最後に、組織社会化戦術と個人のプロアクティブ行動の組織社会化成果に対する交互作

用効果の検討を行った。具体的には、組織目標、職務知識、人間関係、および自己学習の

各組織社会化成果を従属変数とした重回帰式、すなわち Table 9 で示した重回帰分析に、4

種類の各社会化戦術（個人・文脈・内容・社会）の平均偏差と、同じく 4 種類の各プロア

クティブ行動（部門内コミュニケーション、意味形成、部門外コミュニケーション、社交

行動）の平均偏差の一対ごとの組み合わせ（16 パターン）の積を、交互作用項として投入

した。 

なお、交互作用の解釈には、組織の作用と個人の作用のいずれをモデレータとして解釈

すべきかが重要であろう。今回の調査は、社会化戦術の影響力の優位性を明確に示すこと

はなかったものの、そうした傾向は示唆されたことや、組織を「強い状況」として捉えた

先行研究の指摘を踏まえ、組織社会化戦術という文脈の中で個人のプロアクティブ行動が

どのような作用をもたらすのかという視座に基づいて考察を加える。 

分析の結果、交互作用が見られたのは職務遂行知識と自己学習に対してのみで、組織目

標、人間関係に対しては、いずれの交互作用項も有意な影響力を及ぼしていなかった。 

職務遂行知識に対して有意な影響が見られたのは個人的社会化戦術と個人の社交行動

（β=.16, t=2.44*：なお*は 5%水準を意味している）の交互作用項と、内容的社会化戦術

と個人の部門内コミュニケーション行動の交互作用項（β=.17, t=2.26*）であった。 

個人的社会化戦術の度合いが高い状況では、個人の社交行動が職務遂行知識の学習を促

すが、個人的社会化戦術が低い状況では社交行動が逆に、職務遂行知識の学習を抑制して

いると解釈できる（Figure 2）。 

また、内容的社会化戦術の度合いが高い場合、個人の部門内でのコミュニケーション行

動が職務遂行知識の学習を促していたようであったが、内容的戦術の度合いが低い場合は

部門内コミュニケーションは職務遂行知識の学習を左右する要因ではないようであった

(Figure 3)。 

自己学習に対しては、社会的組織社会化戦術と意味形成による交互作用項のみが有意な

影響を及ぼしていた（β=.15, t=2.01*）。すなわち社会的社会化戦術が高い度合いで行われ

ている場合、個人の意味形成は自己イメージの学習を促す傾向にあったが、社会的戦術の
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度合いが低い場合は、むしろ意味形成が自己イメージの学習を抑制するようであった

(Figure 4)。 

以上を踏まえると「仮説 4. 組織の社会化戦術と個人のプロアクティブ行動は組織社会化

の一次的学習成果としての外部環境に関する学習と自己イメージに関する学習に対し交互

作用を持つであろう」は一部でのみ支持されたと言えよう。 

 

 
Figure 2. 職務遂行知識に対する個人的戦術と社交行動の交互作用図 

 

 

 
Figure 3. 職務遂行知識に対する内容的戦術と部門内コミュニケーションの交互作用図 
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Figure 4. 自己学習に対する社会的戦術と意味形成行動の交互作用図 

 

 

5. 考察 

 

5.1 組織と個人の相対的影響力 

重回帰分析の結果では、職務能力に関する知識に対する部門内のコミュニケーション行

動と、自己イメージ学習に対する部門外とのコミュニケーション行動がそれらを促してい

たが、他の社会化成果に対するプロアクティブ行動は有意な作用を及ぼしていなかった。

逆に、組織社会化戦術は全ての社会化成果に対し何らかの、多くはそれらを促す効果が見

られ、組織からの社会化作用の重要性が示唆された。 

ドミナンス分析においても、全体としては個人のプロアクティブ行動よりもやや社会化

戦術の説明力が大きい傾向が見られた。より慎重かつ正確に言えば、学習分野によってそ

の影響力に濃淡が見られた。すなわち、組織社会化戦術は、職務遂行知識の学習や職場の

人間関係の分野では概して 70％以上を説明する有力な作用であったが、組織目標の学習や

自己イメージの学習に対してはそれほどではなく、社会化戦術と同程度かそれ以上に個人

のプロアクティブ行動が重要な要因であることが判明した。 

組織社会化の過程を、不確実性低減のプロセスと考えるのであれば(e.g., Berger & 
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Calabrese, 1975; Lester, 1987)、いずれも有効な作用を持っていて不思議ではない。それに

もかかわらず、なぜ社会化の成果分野によって有効な作用が異なりうるのであろうか。 

これについては組織と新人との間における情報の非対称性という観点を加えると、ある

程度の説明が可能であるように思われる。掲げられ標榜された組織目標が形式知的なもの

であれば、組織側からの伝達は容易である。昨今のように経営理念やミッションといった

形で明示されているのであれば、個人からの働きかけで入手しやすい知識になっていると

考えられる。自己イメージの学習についても、内省の主体は新人側、個人であり、最終的

な情報源は自分自身である。この意味でこれら 2 つの領域においては、個人の側からの主

体性が社会化成果に直結しやすい。 

しかし、職務遂行に関する知識や職場の人間関係に関する情報について多くを保持して

いるのは組織の側、あるいはそのエージェントである既存成員の側であろう。しかも職務

遂行の過程や人間関係の機微は必ずしも言明されているものではない。すなわち暗黙知で

あることも多い。そのような事柄についての学習においては、新人側からの働きかけだけ

では不十分であろう。組織の側からの積極的な働きかけや手助けがなければ伝達は難しい

ものになるであろう。従ってこれら 2 領域については社会化戦術の作用が一層大きい。 

ただし、こうした説明だけではまだ不十分であろう。そのような暗黙知から暗黙知への

伝達には OJT をはじめとした協働過程の中での社会的相互作用が重要であることが予想さ

れる。しかし、今回の分析結果で社会的相互作用のプロセスを照射する組織側からの働き

かけである社会的社会化戦術（ロールモデルがおり支援的な社会的相互作用がなされてい

ることを示す社会化のあり様）は、職務遂行領域においても人間関係領域においても影響

力を及ぼしていなかった。 

それらのいずれに対しても最大の影響力を及ぼしていたのは内容的社会化戦術であった。

現場で営業を数年経験し、本社でスタッフとして数年を過ごした後、営業管理職として現

場へ赴任する等の情報を事前に提示するなどがこれに該当する。要すれば今後のキャリ

ア・パターンを明示する社会化方策である。この戦術次元は、組織目標領域や自己学習領

域にはほとんど重要な影響力は及ぼしていなかった。なぜこの内容的社会化戦術は効果を

及ぼす領域が異なるのであろうか。職務遂行に関する知識の学習や職場の人間関係に直結

する作用には思われない。 

もちろん、解釈そのものは可能であろう。今後のキャリア・パターンが判明したことで

自身の今後のキャリア展望について思い悩む必要がなく、目前の職務遂行に必要なタス
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ク・イニシエーションとグループ・イニシエーションに集中することができる、などはそ

の例である。このように、その都度判明する実証結果自体の解釈は可能であろうが、一貫

性を持った説明を行うには、組織と個人の双方の作用を含んだ実証成果の蓄積が一層求め

られるであろう。一方で組織社会化研究全体においては、その理論的側面の脆弱さが指摘

される。実証結果を蓄積するのみならず、以後一層の理論的考察が求められよう。また、

実証にあたっても小川ら(2011)が指摘したように、欧米尺度のより適切な改訂や開発などが

求められるかもしれない。 

なお、組織の相対的な重要性を踏まえた場合、実践的含意は極めて明快である。主体性

や積極性の欠如を嘆くだけでは人は育てることが出来ない、ということである。ましてグ

ローバル経済を背景に人材の多様化を進める際には、組織の側からの育成が不可欠であろ

う。一方で個人の側は、そのキャリアをマネジメントしていく上では、その指針となる自

己イメージの学習が重要であり、それには組織的環境の中での相互作用と同時に、自身か

らのプロアクティビティの発揮が重要である、ということであろう。 

 

5.2 組織と個人の交互作用 

交互作用の分析では、職務遂行知領域と自己イメージ学習において、社会化戦術とプロ

アクティブ行動の交互作用が確認された。 

高い個人的社会化戦術下では、個人の社交行動が職務遂行知識の学習を促すが、逆に低

い状況では社交行動が職務遂行知識の学習を抑制していた。個人的社会化戦術が意味する

のはかなり放任的な育成環境であり、端的に言えば「習うより慣れよ」といった状況であ

る。このような必ずしも支援的ではない環境では、教えてもらえるような人間関係の構築

が重要であるのかもしれない。飲み会等の社交場面での関係構築が先立ってタスク・イニ

シエーションにつながる可能性がある。 

逆に、日常業務の中で、ある程度支援的な育成環境があれば、つまり個人的社会化戦術

度合いが低ければ、そうした社交行動は文字通り非公式な余暇活動ないしストレス解消の

場といった意味にすぎず、そうした社交活動へ没頭する分、職務遂行に関する学習が進ま

ないのかもしれない。職場で育成しようという態度があれば、職場学習に注力すれば良い

であろうし、そうした環境がない個人は、まずそのような環境作りのために有効な人間関

係作りが必要になるのかもしれない。 

職務遂行知識に関する学習にはまた内容的社会化戦術と部門内コミュニケーションも交



24 
 

互作用を示していた。内容的社会化戦術の度合いが高い場合、個人の部門内コミュニケー

ション行動が職務遂行知識の学習を促していたが、内容的戦術の度合いが低い場合は、部

門内コミュニケーションは職務遂行知識の学習を左右しないようであった。 

前者についての解釈は既に述べたように、今後のキャリア情報が提示されることで安心

して目の前の仕事の習得に励むことができると言う解釈が可能である。その際、同じ部門

の先輩らとのコミュニケーションは必須であろう。 

仕事に関する知識の習得には、多かれ少なかれ、同種の業務に従事する同僚や前任者か

らの情報収集は有効であろう。内容的戦術度合いが低い、すなわち将来のキャリア・パタ

ーンが示されていない状況ではこのことが上手く機能しないという結果に対しては、どの

ような理由が考えられるであろうか。同じ考え方を流用するのであれば、将来像が見えな

い中では、いくらコミュニケーションを取ってみても目の前の仕事に没頭できないという

可能性がある。特にわが国の場合、新卒入社 1 年目の新人の業務は雑用に近いことも珍し

くないであろう。この仕事にどのような意味があるのか、こうした下積みがいつまで続く

のであろうかといった情報がない中では、コミュニケーションの内容は不平不満であった

り異動の希望であったりと、必ずしも業務知識を増すものではないのかもしれない。 

あるいは「自分の仕事に対する意見を上司に求めること」「仕事ぶりに対するフィードバ

ックを求めること」などを照射する部門内コミュニケーションは、当然ながらコミュニケ

ーション対象の協力が不可欠であろう。将来のキャリア・パターンが明示されていない組

織とは、まだ組織そのものが成熟しておらず、十分な教育体制を持っていないということ

を意味するのかもしれない。新人を育てる余裕がないほど既存成員自身の業務が忙しく、

また既存成員自体も将来の展望が見えていない組織であるとすれば、新人からの働きかけ

に対して応じることは出来ない。結果として、人も育たないという可能性もある。この意

味では、新人の育成は勿論であるが、社会化のエージェントとしての既存成員、新人を育

成する中間層の育成が重要であるかもしれない。 

最後に自己学習に対する交互作用について考察する。高い社会的社会化戦術度合いであ

る場合、個人の意味形成は自己イメージの学習を促す傾向にあったが、低い場合は、むし

ろ意味形成が自己イメージの学習を抑制していた。社会的社会化戦術度合いが高い状況と

は既存成員との相互作用が有効に機能している状況である。また、ここで言う意味形成と

は組織内の力学やなぜそのような実践が行われているのかという部門を超えた部門間関係

の背景等の理解である。 
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既存成員からの説明がなされている状況において、個人が当該組織で何が起こっている

のかの理解を深めようとすると、なぜ自己イメージの学習を促すのであろうか、という問

い方は適切ではないかもしれない。交互作用図を見ると、むしろ、既存成員からの説明が

希薄な状況での組織の背景理解が、なぜ自己理解を低減させるのであろうか、ということ

について考えるほうが、適切かもしれない。 

一つは優先順位の問題であろう。すなわち、既に一定の「自己分析」等を経て組織に参

加した新卒者は自分の内的不確実性よりも、外部環境の不確実性に注目しやすい可能性が

ある。自分が置かれた環境で何が起こっているのかについての状況理解において、周囲か

らの支援がない場合、個人は一層自分から周囲の学習や解釈に力を割く可能性がある。そ

の分、自身への内省といった方向には目が向きにくい可能性がある。しかし組織の既存成

員からその解釈を助ける情報が得られれば、その分を自分自身へと向けることが出来るか

もしれない。 

このことは、本研究で並立するものとして扱った、社会化の一次的成果として外部環境

学習と自己内部の学習との順序を示唆するのかもしれない。すなわち、新人はまずおかれ

た状況についての学習を行い、その中で経験を解釈し自身のイメージを形成するのかもし

れない。このような萌芽的仮説は、より長期的な縦断的調査の中で各変数の値を追うこと

で一層明確になるであろう。 

 

5.3 結論 

 本研究では、組織からの社会化作用である組織社会化戦術と個人の自己社会化行動とし

てのプロアクティブ行動が、組織社会化の一次的成果に対してどのように作用しうるのか

について探求を行った。組織からの働きかけの影響はやはり重要であったが、全てが組織

に帰属されるものではなく、学習の領域によっては個人の主体的働きかけが重要であるこ

とが示唆された。 

組織社会化研究の発展においては、組織と個人の双方の作用を加味した実証結果の蓄積

と共に、一層適切な尺度開発も求められるように思われる。そのような蓄積の上に立って、

あるいは同時並行で、なぜそうした結果が観察されるのかについての理論的・体系的な考

察が一層求められるであろう。 
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付録 

 

Table 1 組織社会化戦術尺度の因子分析の結果 

 

 

 

個人的 内容的 文脈的 社会的
28この組織内では、自分の役割がどうあるべきかを理解するまで、ほとんどの場合は放っておかれる 0.74 0.04 -0.15 -0.07 0.58
17自分の仕事をどうやって遂行すべきかについて、先輩社員からほとんど指導を受けていない 0.65 0.10 -0.19 -0.11 0.48
26ベテラン社員たちは、私が彼らの期待に応えられるようになるまで、ある程度距離を置いていたと感じる 0.62 0.11 0.04 -0.21 0.44
23自分の仕事に関する知識の大半は、正式に教わったのではなく、試行錯誤の中で得た 0.55 -0.03 -0.15 0.13 0.34
22この組織では、今の仕事の前任者や同じ仕事をしている先輩社員と、会ったり話したりする機会は、ほとんどない 0.50 0.26 -0.02 -0.20 0.36
30今後の私に何が起こるのかということについては、その大半が、通常の組織の伝達経路からというよりも、むしろ非公式な情報網から得られる 0.50 0.05 0.01 0.04 0.25
24この組織において、いつ新しい職務の割り当てや研修が行なわれるのか、ほとんど知らない 0.46 -0.20 -0.15 -0.10 0.28
15この組織に受け入れられるように、自分の態度や価値観を変えなければならなかった 0.45 0.08 0.20 0.05 0.25
16経験や実績を築くための異動や昇進のパターンは、この組織では非常に明確である 0.04 0.74 0.08 0.23 0.61
27この組織では、昇進に至る道筋・段階がはっきりと示されている 0.01 0.65 0.13 0.22 0.49
18この組織では、様々な出来事を、決まったタイム・テーブルに沿ってこなしていくことで昇進して行くということが、明確に伝えられている 0.13 0.60 0.08 0.07 0.39
4この組織では、ある役割の次はこの役割、ある職種の次はこの職種といったような、はっきりした異動のパターンがある 0.07 0.53 0.23 0.03 0.34
1これまでの間、私は他の新入社員とともに、仕事に関連する共通の研修活動に広く参加してきた -0.12 0.08 0.64 0.09 0.44
2仕事に関する色々なスキルについて、しっかりとした知識を得られるように用意された、新人向けの研修を受けた -0.23 0.21 0.64 0.16 0.53
13この組織は、新入社員全員に、同じ学習体験をさせる -0.03 0.13 0.56 0.16 0.35
7自分の職務に求められるものを理解する上で、他の新人の存在が助けになっている 0.07 0.10 0.52 0.23 0.34
11先輩社員を観察すれば、この組織内での自分の役割がよくわかる -0.02 0.12 0.11 0.60 0.38
5この組織のベテラン社員は、新入社員に助言を与えたり教育したりすることを、主要な職責の一つだとみなしている -0.28 0.14 0.30 0.50 0.44
6他の社員が経験してきたことを見ていると、この組織での将来の自分のキャリア・パスが予想できる -0.02 0.22 0.16 0.43 0.26
3私は、この組織において自分のスキルや能力はとても重要なものであると感じさせられてきた -0.04 0.10 0.29 0.40 0.26

固有値 2.75 1.92 1.84 1.31 7.83

寄与率（％） 13.7 9.6 9.2 6.6
累積寄与率（％） 13.7 23.4 32.6 39.1

（主因子法・バリマックス回転）

項目
因子負荷量

共通性
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Table 2 プロアクティブ行動尺度の因子分析の結果 

 

 

 

Table 3 組織社会化の一次的学習成果尺度の因子分析の結果  

 

 

 

部門内
コミュニ

組織
学習

部門外
コミュ

社交
参加

4自分の仕事に対する意見を、上司に求めること 0.70 0.22 0.25 0.06 0.61
2上司にコメントを求めること 0.68 0.19 0.11 0.15 0.53
3割り当てられた仕事をしている最中、その仕事ぶりに対するフィードバックを求めること 0.65 0.16 0.18 0.07 0.49
1自分に割り当てられた仕事を終えた後に、その仕事ぶりに対するフィードバックを求めること 0.62 0.16 0.17 0.13 0.46
7自分に課せられている要求事項について、上司や同僚と話し合うこと 0.59 0.31 0.07 0.26 0.52
6割り当てられた職務について、上司や同僚などと話し合うこと 0.57 0.22 0.11 0.32 0.49
15上司との時間や接点を、多く持とうとすること 0.54 0.23 0.34 0.22 0.50
5自分の仕事で変更したい点について、上司や同僚などと話し合うこと 0.54 0.24 0.29 0.16 0.45
8上司や同僚が、あなたに期待していることについて、彼らと話し合うこと 0.54 0.21 0.25 0.11 0.41
21組織の体制（部門間関係・権限関係等）について覚えようとすること 0.29 0.67 0.12 0.18 0.57
24組織における部門間の関係や権限関係について学ぼうとすること 0.30 0.66 0.29 0.15 0.62
23組織における力関係について学ぼうとすること 0.24 0.57 0.29 0.21 0.51
22組織内の重要な方針や手順について学ぼうとすること 0.40 0.54 0.07 0.19 0.50
20社内の別のセクションに所属する、より多くの人たちと個人的に知り合おうとすること 0.28 0.18 0.69 0.18 0.63
18社内の別の部署の人たちに、自分から話しかけること 0.30 0.14 0.60 0.24 0.53
19自分の部署外の人たちと、付き合おうとすること 0.15 0.19 0.59 0.29 0.49
13会社主催の社交的集まりに出席すること 0.18 0.18 0.18 0.76 0.68
14職場の飲み会への参加 0.17 0.13 0.21 0.66 0.52
12人と出会うために、オフィスでの社交行事に参加すること 0.17 0.25 0.33 0.56 0.51

固有値 3.99 2.13 1.97 1.94 10.04

寄与率（％） 21.0 11.2 10.4 10.2
累積寄与率（％） 21.0 32.2 42.6 52.8

項目
因子負荷量

共通性

組織目標 自己学習 職務遂行 人間関係
b.学29この会社の歴史についてよく知っている 0.72 -0.16 0.08 -0.01
b.学34私は、会社が決めた目標を支持している 0.70 -0.08 0.25 -0.06
b.学14私は会社が長いあいだ保ってきた伝統について知っている 0.69 -0.08 0.00 -0.02
b.学11会社の目標は、私の目標でもある 0.57 0.11 0.01 0.07
b.学24仕事上の義務を、私はすべて理解している 0.53 -0.02 0.01 0.03
b.学20この会社の目標を理解している 0.50 0.09 0.17 -0.24
b.学19仕事上の課業（タスク）をマスターしている 0.49 0.08 -0.07 -0.09
b.学28この会社で働く人の活動の裏にある動機を、よく理解している 0.49 0.01 -0.12 0.07
b.学21自分の所属部署や一緒に仕事をしているグループの中で、私は頼りになる存在である 0.49 0.11 -0.16 0.09
b.学31私は会社の中でとても人気がある 0.47 0.09 -0.10 -0.02
b.学3私は、自分の会社を代表するような従業員である 0.40 0.10 -0.16 0.24
b.自2自分の向いている仕事がどういうものか、ある程度わかってきた -0.09 0.79 0.01 -0.05
b.自4仕事経験の中で、やりたい仕事や職種が、だんだんとはっきりしてきた 0.03 0.73 -0.02 0.01
b.自1職務経験が増えるにつれて、以前よりは、やりたい仕事がわかってきた -0.03 0.73 0.05 -0.03
b.自10仕事経験の中で、自分の価値観がはっきりしてきた 0.02 0.61 0.00 -0.08
b.自7どんな仕事でならば自分の力が発揮できるのか、よく理解している 0.19 0.54 -0.09 0.00
b.学15私は、会社の中で使われる省略形の言葉をいつも理解しているわけではない 0.06 0.09 0.68 0.10
b.学6自分の職務に関する特別な用語や専門用語をまだマスターしていない -0.11 0.09 0.64 0.21
b.学22自分の仕事をうまくこなしていくうえで必要な技能（スキル）や能力を、私はまだ十分に身につけていない -0.02 0.04 0.60 -0.14
b.学26どうすれば自分にとっていちばん望ましい仕事の割り当てがされるのか、いつも分かっているわけではない 0.10 -0.10 0.55 -0.11
b.学12会社の中で使われる特有の言葉や言い方をまだマスターしていない -0.04 0.10 0.48 0.35
b.学17会社の価値観をいつも信じているわけではない -0.05 -0.03 0.47 -0.14
b.学23自分の働く会社の「社内政治」についてはよくわからない 0.06 -0.11 0.45 0.00
b.学10自分は社内での他の社員同士の集まりからは締め出されてしまっている 0.09 -0.06 -0.13 0.81
b.学27この会社の中の非公式なネットワークや集まりから、自分は外れていることが多い -0.03 0.01 0.07 0.69
b.学13一緒に仕事をしているグループの中で、私は「やっかい者」と見なされやすい 0.05 -0.09 0.07 0.57
b.学4一緒に働く同僚で、友だちと思える人はいない -0.07 -0.02 -0.06 0.42

（主因子法 、プロマックス回転）

因子負荷量
項目
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Table 4 相関分析の結果 

 

 

 

 

 

 

 m s.d 性別 年齢 専攻 産業分野 会社形態 T2部門 T2異動
T1個人的

戦術

T1内容的

戦術(制度1)

T1文脈的

戦術(制度2)

T1社会的

戦術(制度3)

T1部門内

コミュ

T1意味

形成

T1部門外

コミュ
T1社交

T1組織

適応

性別 1.6 0.5 -

年齢 23.2 1.2 -.28*** -

専攻 1.6 0.5 .21*** -.40*** -

産業分野 1.8 0.4 .23*** -.361*** .364*** -

会社形態 1.4 0.5 -.09 .10 -.05 -.24*** -

T2所属部門 1.5 0.5 .07 .11* -.08 .00 -.14** -

T2異動回数 0.4 0.8 -.07 .01 -.04 -.06 -.04 -.02 -

T1個人的戦術 28.0 7.9 -.02 .04 .01 .05 -.07 -.14* .01 （.79）

T1内容的戦術(制度1) 13.6 4.8 -.10 .02 .11* .14** .10 -.04 -.02 .12* （.78）

T1文脈的戦術(制度2) 18.3 5.1 .01 .02 .01 -.02 .22*** -.01 -.07 -.12* .32*** （.74）

T1社会的戦術(制度3) 18.0 4.0 -.08 -.05 .06 .01 .08 -.00 -.06 -.20*** .31*** .45*** （.64）

T1部門内コミュ 23.2 5.2 -.07 .06 -.09 -.03 .11** -.07 -.14* -.03 .08 .15** .25*** （.89）

T1意味形成 10.5 2.6 -.10 .09 -.10 -.03 .12** -.05 -.14** -.05 .11* .15** .28*** .65*** （.82）

T1部門外コミュ 7.5 2.1 -.10 .08 -.01 -.05 .09 -.04 -.08 -.02 .10 .03 .23*** .57*** .52*** （.79）

T1社交 8.3 2.1 -.08 .03 -.05 -.07 .11* -.06 -.13 -.10* .04 .17** .19*** .46*** .49*** .52*** （.81）

T1組織目標 35.3 7.2 -.23*** .19*** -.03 -.09 .10 .01 .07 .05 .28*** .15** .36*** .41*** .40*** .42*** .26*** （.83）

T1職務遂行力 16.9 4.1 -.05 -.04 .07 .06 -.02 -.05 .04 -.08 .19*** -.08 .01 .06 .02 .05 -.06 .33***

T1人間関係 14.5 3.0 .01 -.02 -.02 -.04 .04 .04 -.04 -.46*** -.23*** .16** .17** .26*** .19*** .27*** .25*** .11*

T1自己学習 16.0 3.3 -.13* .11* -.07 -.03 .04 -.00 .03 .03 .13* .06 .29*** .26*** .32*** .20*** .28*** .44***

T2組織目標 35.6 7.3 -.20*** .08 .02 -.02 .16** .04 -.02 .00 .20*** .17** .32*** .34*** .34*** .33*** .21*** .51**

T2職務遂行力 18.3 4.3 -.02 .01 .07 .08 -.00 -.11* -.03 .15** .23*** .02 -.00 .17** .08 .13* .01 .24***

T2人間関係 14.2 2.9 .14* -.03 .03 -.02 .06 .05 -.01 -.21*** -.18** .15** .09 .14** .09 .20*** .20*** .15**

T2自己学習 16.0 3.6 -.09 .06 .01 -.08 .09 .04 -.00 -.11* .05 .15** .30*** .28*** .22*** .28*** .19*** .29***

N=342-363;  *p<.05 ,  **p<.01 ,  ***p<.001 ; (　)内の数字はα係数

性別(1=男、2=女)・専攻（1=理系,2=文系)・産業分野(1=製造、2=その他)・会社形態（1=上場企業以外、2=上場企業）・所属部門(1=ライン部門、2=スタッフ部門)はダミー変数

T1社会化戦術 T1プロアクティブ行動
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Table 5 組織目標学習を従属変数とした階層的重回帰分析 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従属変数：T2組織目標
β β β

性別 -.14 -2.76 ** -.14 -2.80 ** -.14 -2.76 **

年齢 -.03 -.51 -.01 -.20 -.01 -.22

専攻 .05 1.23 .06 1.10 .07 1.29

産業 .06 1.10 .06 1.10 .05 .95

形態 .13 2.74 .12 2.47 .11 2.26

所属部門 .12 2.44 .12 2.61 .13 2.75 **

異動回数 -.04 -.91 -.03 -.64 -.00 -.08

T1組織目標 .48 10.19 *** .43 8.32 *** .35 6.17 ***

T1個人的戦術 .16 .33 .02 .35

T1内容的戦術(制度1) -.03 -.48 -.01 -.25

T1文脈的戦術(制度2) .03 .64 .04 .66

T1社会的戦術(制度3) .15 2.62 ** .12 2.18 *

T1部門内コミュ .06 .87

T1意味形成 .09 1.34

T1部門外コミュ .07 1.17

T1社交 -.03 -.48

adj.-R2

F値

ｄｆ
F変化量 2.57* 2.37†

†p<.10 , *p<.05 ,  **p<.01 ,  ***p<.001

t t t

.27 .28 .30

18.24*** 13.25*** 10.69***

8;333 12;329 16;325
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Table 6 職務遂行学習を従属変数とした階層的重回帰分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従属変数：T2職務知識
β β β

性別 -.01 -.15 .01 .17 * .01 .26

年齢 .08 1.37 .05 .89 .05 .77

専攻 .05 .90 .04 .61 .04 .71

産業 .07 1.17 .03 .56 .03 .52

形態 -.01 -.10 -.02 -.31 -.03 -.53

所属部門 -.11 -2.14 * -.09 -1.75 -.09 -1.81

異動回数 -.04 -.83 -.05 -1.04 -.04 -.76

T1職務遂行力 .32 6.11 *** .30 5.74 *** .29 5.40 ***

T1個人的戦術 .14 2.61 ** .13 2.35 *

T1内容的戦術(制度1) .14 2.32 * .14 2.34 *

T1文脈的戦術(制度2) .03 .51 .04 .59

T1社会的戦術(制度3) -.03 -.57 -.07 -1.22

T1部門内コミュ .16 2.19 *

T1意味形成 -.03 -.43

T1部門外コミュ .08 1.15

T1社交 -.07 -1.05

adj.-R2

F値

ｄｆ
F変化量 4.17** 2.51*

†p<.10 , *p<.05 ,  **p<.01 ,  ***p<.001

t t t

.10 .13 .15

5.82*** 5.42*** 4.76***

8;333 12;329 16;325
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Table 7 人間関係学習を従属変数とした階層的重回帰分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従属変数：T2人間関係
β β β

性別 .15 2.81 ** .13 2.42 * .13 2.56 **

年齢 .03 .45 .03 .51 .02 .36

専攻 .03 .46 .04 .67 .03 .51

産業 -.02 -.32 -.00 -.04 .01 .10

形態 .06 1.16 .05 .99 .04 .85

所属部門 .04 0.88 .05 1.03 .05 1.09

異動回数 .03 .52 .03 .58 .04 .79

T1人間関係 .44 9.09 *** .41 7.05 *** .36 5.80 ***

T1個人的戦術 .02 .43 .00 .08

T1内容的戦術(制度1) -.11 -1.95 † -.13 -2.23 *

T1文脈的戦術(制度2) .11 1.84 † .12 2.03 *

T1社会的戦術(制度3) .02 .31 -.00 -.04

T1部門内コミュ -.00 -.02

T1意味形成 -.04 -.64

T1部門外コミュ .12 1.92 †

T1社交 .06 .94

adj.-R2

F値

ｄｆ
F変化量 1.56 1.83

†p<.10 , *p<.05 ,  **p<.01 ,  ***p<.001

t t t

.21 .21 .22

12.01*** 8.57*** 6.95***

8;333 12;329 16;325
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Table 8 自己イメージ学習を従属変数とした階層的重回帰分析 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従属変数：T2自己イメージ学習
β β β

性別 -.05 -.88 * -.05 -.98 -.04 -.83

年齢 -.01 -.14 .02 .34 .01 .17

専攻 .08 1.31 .08 1.47 .08 1.41

産業 -.08 -1.31 -.06 -1.05 -.06 -1.04

形態 .07 1.29 .05 .88 .03 .60

所属部門 .07 1.37 .07 1.36 .07 1.35

異動回数 -.01 -.19 .01 .22 .03 .53

T1自己学習 .36 7.11 *** .31 5.93 *** .30 5.52 ***

T1個人的戦術 -.06 -1.22 -.08 -1.46

T1内容的戦術(制度1) -.07 -1.24 -.08 -1.42

T1文脈的戦術(制度2) .06 1.00 .08 1.31

T1社会的戦術(制度3) .18 2.99 ** .13 2.19 *

T1部門内コミュ .12 1.82 †

T1意味形成 -.05 -.76

T1部門外コミュ .18 2.80 **

T1社交 -.06 -.99

adj.-R2

F値

ｄｆ
F変化量 4.80*** 4.58***

†p<.10 , *p<.05 ,  **p<.01 ,  ***p<.001

t t t

.14 .17 .21

7.71*** 6.98*** 6.60***

8;333 12;329 16;325
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Table 10 組織目標を従属変数とした際の 7 変数のドミナンス分析の結果 

 

投入済み変数

投入済み変数 のR2

内容 文脈 社会 内コミュ 意味 外コミュ 社交

1 - - .036 .024 .098 .112 .114 .103 .042

2 内容的戦術 .036 - .009 .070 .100 .103 .092 .037
3 文脈的戦術 .024 .030 - .072 .097 .100 .100 .030
4 社会的戦術 .098 .008 -.002 - .068 .067 .066 .021
5 内部コミュニケーション .112 .024 .009 .044 - .023 .025 .001
6 意味形成 .114 .028 .010 .051 .021 - .029 .000
7 外部コミュニケーション .103 .025 .021 .061 .034 .040 - .000
8 社交 .042 .031 .012 .077 .071 .072 .061 -

9 内容・文脈 .045 - - .059 .092 .096 .091 .031
6 内容・社会 .106 - -.002 - .067 .067 .064 .021
7 内容・内コミュ .136 - .001 .037 - .022 .022 .001
8 内容・意味 .139 - .002 .034 .019 - .025 .000
9 内容・外コミュ .128 - .008 .042 .030 .036 - -.001

10 内容・社交 .073 - .003 .054 .064 .066 .054 -
11 文脈・社会 .096 .008 - - .067 .067 .067 .020
12 文脈・内コミュ .121 .016 - .042 - .022 .027 -.001
13 文脈・意味 .124 .017 - .039 .019 - .031 -.001
14 文脈・外コミュ .124 .012 - .039 .024 .031 - -.003
15 文脈・社交 .054 .022 - .062 .066 .069 .067 -
16 社会・内コミュ .166 .007 -.003 - - .014 .018 -.001
17 社会・意味 .165 .008 -.002 - .015 - .022 -.001
18 社会・外コミュ .164 .006 -.001 - .020 .023 - -.002
19 社会・社交 .119 .008 -.003 - .046 .045 .043 -
20 内コミュ・意味 .135 .023 .008 .045 - - .015 -.002
21 内コミュ・外コミュ .137 .021 .011 .047 - .013 - -.002
22 内コミュ・社交 .113 .024 .007 .052 - .020 .022 -
23 意味・外コミュ .143 .021 .012 .044 .007 - - -.003
24 意味・社交 .114 .025 .009 .050 .019 - .026 -
25 外コミュ・社交 .103 .024 .018 .059 .032 .037 - -

26 内容・文脈・社会 .104 - - - .066 .066 .064 .020
27 内容・文脈・内コミュ .137 - - .033 - .021 .024 .000
28 内容・文脈・意味 .141 - - .029 .017 - .027 -.001
29 内容・文脈・外コミュ .136 - - .032 .025 .032 - -.002
30 内容・文脈・社交 .076 - - .048 .061 .064 .058 -
31 内容・社会・内コミュ .173 - -.003 - - .014 .017 -.001
32 内容・社会・意味 .173 - -.003 - .014 - .020 -.001
33 内容・社会・外コミュ .170 - -.002 - .020 .023 - -.001
34 内容・社会・社交 .127 - -.003 - .045 .045 .042 -
35 内容・内コミュ・意味 .158 - .000 .029 - - .013 -.003
36 内容・内コミュ・外コミュ .158 - .003 .032 - .013 - -.002
37 内容・内コミュ・社交 .137 - .000 .035 - .018 .019 -
38 内容・意味・外コミュ .164 - .004 .029 .007 - - -.002
39 内容・意味・社交 .139 - .001 .033 .016 - .023 -
40 内容・外コミュ・社交 .127 - .007 .042 .029 .035 - -
41 文脈・社会・内コミュ .163 .007 - - - .014 .019 .000
42 文脈・社会・意味 .163 .007 - - .014 - .022 -.002
43 文脈・社会・外コミュ .163 .005 - - .019 .022 - -.002
44 文脈・社会・社交 .116 .008 - - .047 .045 .045 -
45 文脈・内コミュ・意味 .143 .015 - .034 - - .017 -.003
46 文脈・内コミュ・外コミュ .148 .013 - .034 - .012 - -.002
47 文脈・内コミュ・社交 .120 .017 - .043 - .020 .026 -
48 文脈・意味・外コミュ .155 .013 - .030 .005 - - -.001
49 文脈・意味・社交 .123 .017 - .038 .017 - .031 -
50 文脈・外コミュ・社交 .121 .013 - .040 .025 .033 - -
51 社会・内コミュ・意味 .180 .007 -.003 - - - .011 -.003
52 社会・内コミュ・外コミュ .184 .006 -.002 - - .007 - -.002
53 社会・内コミュ・社交 .165 .007 -.002 - - .012 .017 -
54 社会・意味・外コミュ .187 .005 -.003 - .004 - - -.002
55 社会・意味・社交 .164 .008 -.003 - .013 - .021 -
56 社会・外コミュ・社交 .162 .007 -.001 - .020 .023 - -
57 内コミュ・意味・外コミュ .150 .021 .010 .041 - - - -.001
58 内コミュ・意味・社交 .133 .022 .007 .044 - - .016 -
59 内コミュ・外コミュ・社交 .135 .021 .011 .047 - .014 - -
60 意味・外コミュ・社交 .140 .022 .014 .045 .009 - - -

追加的効果

社会化戦術 プロアクティブ行動
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Table 11 職務遂行知識を従属変数とした際の 4 変数のドミナンス分析の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

投入済み変数 投入済み変数

のR2 個人 内容 内コミュ 外コミュ

1 - - .020 .048 .025 .013

2 個人的戦術 .020 - .041 .027 .014
3 内容的戦術 .048 .013 - .018 .008
4 部門内コミュニケーション .025 .022 .041 - -.001
5 部門外コミュニケーション .013 .021 .043 .011 -

6 個人・内容 .061 - - .019 .008
7 個人・内コミュ .047 - .033 - -.002
8 個人・外コミュ .034 - .035 .011 -
9 内容・内コミュ .066 .014 - - -.002
6 内容・外コミュ .056 .013 - .008 -
7 内コミュ・外コミュ .024 .021 .040 - -

8 個人・内容・内コミュ .080 - - - -.002
9 個人・内容・外コミュ .069 - - .009 -

10 個人・内コミュ・外コミュ .045 - .033 - -
11 内容・内コミュ・外コミュ .064 .014 - - -

12 個人・内容・内コミュ・外コミュ .078 - - - -
C値 .064 .015 .033 .013 .003

R2の占有率 100% 23 .1% 52 .2% 20 .2% 4 .5%

順位 - 2 1 3 4

追加的効果
社会化戦術 プロアクティブ行動
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Table 12 人間関係を従属変数とした際の 6 変数のドミナンス分析の結果 

 

投入済み変数 投入済み変数

のR2 個人 内容 文脈 内コミ 外コミ 社交

1 - - .040 .029 .020 .018 .036 .036

2 個人的戦術 .040 - .021 .014 .016 .035 .028
3 内容的戦術 .029 .032 - .045 .024 .045 .041
4 文脈的戦術 .020 .034 .054 - .011 .034 .026
5 部門内コミュニケーション .018 .038 .035 .013 - .017 .019
6 部門外コミュニケーション .036 .039 .038 .018 -.001 - .009
7 社交 .036 .032 .034 .010 .001 .009 -

8 個人 内容 .061 - - .034 .022 .043 .033
9 個人 文脈 .054 - .041 - .011 .033 .021
6 個人 内コミ .056 - .027 .009 - .018 .014
7 個人 外コミ .075 - .029 .012 -.001 - .005
8 個人 社交 .068 - .026 .007 .002 .012 -
9 内容 文脈 .074 .021 - - .015 .043 .025

10 内容 内コミ .053 .030 - .036 - .021 .020
11 内容 外コミ .074 .032 - .043 .000 - .010
12 内容 社交 .070 .024 - .029 .003 .014 -
13 文脈 内コミ .031 .034 .058 - - .020 .014
14 文脈 外コミ .054 .033 .063 - -.003 - .003
15 文脈 社交 .046 .029 .053 - -.001 .011 -
16 内コミ 外コミ .035 .041 .039 .016 - - .008
17 内コミ 社交 .037 .033 .036 .008 - .006 -
18 外コミ 社交 .045 .035 .039 .012 -.002 - -

19 個人 内容 文脈 .095 - - - .014 .042 .021
20 個人 内容 内コミ .083 - - .026 - .020 .015
21 個人 内容 外コミ .104 - - .033 -.001 - .005
22 個人 内容 社交 .094 - - .012 .004 .015 -
23 個人 文脈 内コミ .065 - .044 - - .020 .010
24 個人 文脈 外コミ .087 - .050 - -.002 - .002
25 個人 文脈 社交 .075 - .041 - .000 .014 -
26 個人 内コミ 外コミ .074 - .029 .011 - - .004
27 個人 内コミ 社交 .070 - .028 .005 - .008 -
28 個人 外コミ 社交 .080 - .029 .009 -.002 - -
29 内容 文脈 内コミ .089 .020 - - - .026 .012
30 内容 文脈 外コミ .117 .020 - - -.002 - .002
31 内容 文脈 社交 .099 .017 - - .002 .020 -
32 内容 内コミ 外コミ .074 .029 - .041 - - .008
33 内容 内コミ 社交 .073 .025 - .028 - .009 -
34 内容 外コミ 社交 .084 .025 - .035 -.002 - -
35 文脈 内コミ 外コミ .051 .034 .064 - - - .004
36 文脈 内コミ 社交 .045 .030 .056 - - .010 -
37 文脈 外コミ 社交 .057 .032 .062 - -.002 - -
38 内コミ 外コミ 社交 .043 .012 .039 .012 - - -

39 個人 内容 文脈 内コミ .109 - - - - .026 .010
40 個人 内容 文脈 外コミ .137 - - - -.002 - .000
41 個人 内容 文脈 社交 .116 - - - .003 .021 -
42 個人 内容 内コミ 外コミ .103 - - .032 - - .005
43 個人 内容 内コミ 社交 .098 - - .021 - .010 -
44 個人 内容 外コミ 社交 .109 - - .028 -.001 - -
45 個人 文脈 内コミ 外コミ .085 - .050 - - - .001
46 個人 文脈 内コミ 社交 .075 - .044 - - .011 -
47 個人 文脈 外コミ 社交 .089 - .048 - -.003 - -
48 個人 内コミ 外コミ 社交 .078 - .030 .008 - - -
49 内容 文脈 内コミ 外コミ .115 .020 - - - - .001
50 内容 文脈 内コミ 社交 .101 .018 - - - .015 -
51 内容 文脈 外コミ 社交 .119 .018 - - -.003 - -
52 内容 内コミ 外コミ 社交 .082 .026 - .032 - - -
53 文脈 内コミ 外コミ 社交 .055 .031 .061 - - - -

54 個人 内容 文脈 内コミ 外コミ .135 - - - - - .000
55 個人 内容 文脈 内コミ 社交 .119 - - - - .016 -
56 個人 内容 文脈 外コミ 社交 .137 - - - -.002 - -
57 個人 内容 内コミ 外コミ 社交 .108 - - .027 - - -

追加的効果
社会化戦術 プロアクティブ行動
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Table 13 自己イメージ学習を従属変数とした際の 6 変数のドミナンス分析の結果 

 

投入済み変数 投入済み変数

のR2 文脈 社会 内コミ 意味 外コミ 社交

1 - - .020 .085 .073 .046 .076 .034

2 文脈的戦術 .020 - .062 .061 .037 .072 .024
3 社会的戦術 .085 -.003 - .039 .018 .055 .015
4 部門内コミュニケーション .073 .008 .051 - .001 .021 .003
5 意味形成 .046 .011 .057 .028 - .036 .007
6 部門外コミュニケーション .076 .016 .054 .018 .006 - .000
7 社交 .034 .010 .066 .042 .021 .044 -

8 文脈 社会 .082 - - .039 .018 .047 .016
9 文脈 内コミ .081 - .040 - .000 .023 .001
6 文脈 意味 .057 - .043 .024 - .038 .004
7 文脈 外コミ .092 - .037 .012 .003 - -.002
8 文脈 社交 .044 - .054 .038 .017 .046 -
9 社会 内コミ .124 -.003 - - -.002 .015 .000

10 社会 意味 .103 -.003 - .019 - .027 .003
11 社会 外コミ .130 -.001 - .009 .000 -
12 社会 社交 .100 -.002 - .024 .006 .029 -
13 内コミ 意味 .074 .007 .048 - - .018 .000
14 内コミ 外コミ .094 .010 .045 - -.002 - -.002
15 内コミ 社交 .076 .006 .048 - -.002 .016 -
16 意味 外コミ .082 .013 .048 .010 - - -.002
17 意味 社交 .053 .008 .053 .021 - .027 -
18 外コミ 社交 .076 .014 .053 .016 .004 - -

19 文脈 社会 内コミ .121 - - - -.002 .016 .001
20 文脈 社会 意味 .100 - - .019 - .028 .004
21 文脈 社会 外コミ .129 - - .008 -.001 - -.002
22 文脈 社会 社交 .098 - - .024 .006 .029 -
23 文脈 内コミ 意味 .081 - .038 - - .021 -.001
24 文脈 内コミ 外コミ .104 - .033 - -.002 - -.002
25 文脈 内コミ 社交 .082 - .040 - -.002 .020 -
26 文脈 意味 外コミ .095 - .033 .007 - - -.003
27 文脈 意味 社交 .061 - .043 .019 - .031 -
28 文脈 外コミ 社交 .090 - .037 .012 .002 - -
29 社会 内コミ 意味 .122 -.003 - - - .014 .000
30 社会 内コミ 外コミ .139 -.002 - - -.003 - -.003
31 社会 内コミ 社交 .124 -.002 - - -.002 .012 -
32 社会 意味 外コミ .130 -.002 - .006 - - -.002
33 社会 意味 社交 .106 -.002 - .016 - .022 -
34 社会 外コミ 社交 .129 -.002 - .013 -.001 - -
35 内コミ 意味 外コミ .092 .010 .044 - - - -.003
36 内コミ 意味 社交 .074 .006 .048 - - .015 -
37 内コミ 外コミ 社交 .092 .010 .044 - -.003 - -
38 意味 外コミ 社交 .082 .013 .048 .010 - - -

39 文脈 社会 内コミ 意味 .119 - - - - .015 .000
40 文脈 社会 内コミ 外コミ .137 - - - -.003 - -.003
41 文脈 社会 内コミ 社交 .122 - - - -.003 .012 -
42 文脈 社会 意味 外コミ .128 - - .006 - - -.002
43 文脈 社会 意味 社交 .104 - - .015 - .022 -
44 文脈 社会 外コミ 社交 .127 - - .007 -.001 - -
45 文脈 内コミ 意味 外コミ .102 - .032 - - - -.003
46 文脈 内コミ 意味 社交 .080 - .039 - - .019 -
47 文脈 内コミ 外コミ 社交 .102 - .032 - -.003 - -
48 文脈 意味 外コミ 社交 .092 - .034 .007 - - -
49 社会 内コミ 意味 外コミ .136 -.002 - - - - -.002
50 社会 内コミ 意味 社交 .122 -.003 - - - .012 -
51 社会 内コミ 外コミ 社交 .136 -.002 - - -.002 - -
52 社会 意味 外コミ 社交 .128 -.002 - .006 - - -
53 内コミ 意味 外コミ 社交 .089 .010 .045 - - - -

54 文脈 社会 内コミ 意味 外コミ .134 - - - - - -.002
55 文脈 社会 内コミ 意味 社交 .119 - - - - .013 -
56 文脈 社会 内コミ 外コミ 社交 .134 - - - -.002 - -
57 文脈 社会 意味 外コミ 社交 .126 - - .006 - - -
58 文脈 内コミ 意味 外コミ 社交 .099 - .033 - - - -
59 社会 内コミ 意味 外コミ 社交 .134 -.002 - - - - -

60 文脈 社会 内コミ 意味 外コミ 社交 .132 - - - - - -
C値 .105 .004 .046 .020 .005 .028 .002

R2の占有率 100% 4 .0% 43 .5% 19 .4% 4 .4% 26 .4% 2 .3%

順位 - 5 1 3 4 2 6

追加的効果
社会化戦術 プロアクティブ行動
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